
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

通勤手当の税と社会保険 

Tasaka tax accountant office 

いつもお世話になっております。 

年末に向けご多忙のことと存じますが、健康にお気をつけて 

お過ごしください。 

それでは、今月の事務所だよりをお届けします。 
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◆通勤手当と所得税 

 給与所得者に支給する通勤手当については、

非課税限度額が設定されていて、その金額まで

の支給であれば、支給された通勤手当には所得

税がかからない仕組みになっています。 

 非課税限度額は 

 ●交通機関又は有料道路を利用している人の

場合：1か月最高 150,000円 

 ●自動車・自転車などを使用している人に支

給する場合：最大で片道 55キロ以上 1か月

31,600 円、最低が片道 2 キロ以上 10 キロ

未満 1 か月 4,200 円と距離に応じて定めら

れています。 

 ●交通機関の通勤用定期券を支給の場合：1か

月最高 150,000円 

等となっています。なお、通勤距離が片道 2 キ

ロ未満で自動車や自転車などを使用している人

に支給する通勤手当は全額課税となります。 

 規定されている額よりも多く通勤手当を支給

した場合、超過分は給与として課税されます。 

◆通勤手当と社会保険料 

 通勤手当は限度額までは所得税は非課税な

のに対して、社会保険料の算定に利用する標準

報酬月額には含めて計算することになってい

ます。 

 所得税と社会保険の扱いの差は、所得税は

「職場に行くための手当は結果的に手元に残

らないから非課税」という考え方で、社会保険

料は「労働の対価として定期的に受けた労働者

の生計に充てられる手当なので計算に入れる」

という考え方の違いのようです。 

 

◆通勤手当とインボイス 

 適格請求書等保存方式の下では、帳簿及び請

求書等の保存が仕入税額控除の対象となりま

す。ただ、社員に支給する通勤手当については、

社員が適格請求書発行事業者ではないため、適

格請求書の交付を受けることができません。そ

のため通勤者につき通常必要と認められる部

分については、特例で記帳のみの保存で仕入税

額控除が認められています。 

 また、この「通常必要と認められる部分」に

ついては、所得税の非課税限度額を超えている

かどうかは問わないため、所得税の非課税限度

額との条件を混同しないように注意しましょ

う。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆価格転嫁が困難な理由 

 中小企業が取引先に対して、労務費や原材料費、

エネルギーコスト等の上昇分を適切に転嫁できな

いという問題が生じています。適切な価格転嫁が

できない理由には様々なものがあるでしょうが、

一つには中小企業と取引先との関係性（力関係）に

起因していることが挙げられます。 

 ある中小企業において、その取引先との取引継

続が困難になると、自社の経営に大きな影響を及

ぼすことになると考えた場合、取引先からコスト

の上昇分を価格に反映せず、従前の取引価格に据

え置くことを求められたとしても、今後の取引継

続を第一に考えて、これを受け入れざるを得ない

ということもあります。又は、中小企業自身から今

後の取引継続を求めるため、コスト上昇分の価格

転嫁を控え、従前の取引価格を取引先に提案する

こともあり得ます。 

 いずれの場合でも、これを放置すれば価格転嫁

ができないことによる原資の不足から、中小企業

における賃上げの実現も困難になります。 

 

◆取引適正化についての政府の考え 

 このように中小企業が、取引先に対して適正な

価格転嫁ができない要因を法律的な側面から見た

場合には、独占禁止法（以下「独禁法」）や下請法

の問題と捉えることができます。政府は、中小企業

が取引先に対して、適切な価格転嫁を行い、賃上げ

の原資を確保することができるように、独禁法や

下請法の執行を強化しています。 

また、政府は「パートナーシップによる価値創造の

ための転嫁円滑化施策パッケージ」を策定して、政府

全体で転嫁対策に取り組んでいくことを公表してい

ます。具体的な例として政府は、価格転嫁対策につい

て独禁法と下請法の執行強化のほか、労働基準監督

機関（都道府県労働局及び労働基準監督署）における

対応として、最低賃金や賃金・残業代の不払いが疑わ

れる事業場に対して、上記機関が監督指導を実施し

て是正を図るとしています。これは、適正な価格転嫁

ができないことの皺寄せが、末端の労働者に及ぶの

を防ぐことを目的としていると思われます。なお、こ

れらの施策では、中小企業にも政府の取組みなどを

理解しつつ、適正な価格転嫁の実現、ひいては賃上げ

の実現に向けた努力が求められます。 
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賃上げ実現と取引の適正化 

 

 

田 坂 税 理 士 事 務 所  http://www.tasaka-tax.com/ 

「イクラ」とは、ロシア語で

「魚の卵」という意味。だか

ら一応キャビアも「イクラ」。 

正確には、キャビアはロシア語

で「チョールヤナ・イクラ」。 


